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新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事する医療職の 

被扶養者の収入確認の特例の延長について（通知） 

 

日頃は、当共済組合の業務運営に格別の御協力を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、新型コロナウイルスワクチン（以下「コロナワクチン」という。）接種業務に従事

する医療職の被扶養者の収入確認の特例については、令和３年６月１８日付け新共済保発

第１９４号により通知したところです。 

この度、厚生労働省から当該特例の延長に関する通知がありましたので、その取扱いにつ

いて、下記のとおり通知します。 

つきましては、組合員へ周知してくださるようお願いします。 

 

記 

 

１ 趣旨 

  医療職がコロナワクチン接種業務に従事したことによる収入は、被扶養者の収入確認

の際に算定しないこととしています。 

この特例的な取扱いについては、コロナワクチン接種業務が期間限定的に行われるも

のであること及びコロナワクチン接種業務に従事する医療職の確保が喫緊の課題である

ことによるものです。 

令和３年１２月からコロナワクチンの追加接種が実施され、コロナワクチン接種期間

が令和４年９月末まで延長されました。これに伴い本特例措置についても令和４年９月

末まで延長することとなります。 

 

２ 特例の具体的な取扱い 

（１）対象者 

   本特例措置の対象者は、コロナワクチン接種業務に従事する次の職種の者に限りま

す。 

[裏面に続く] 

・医師 ・歯科医師 ・薬剤師 ・保健師 ・助産師 ・看護師 ・准看護師 

・診療放射線技師 ・臨床検査技師 ・臨床工学技士 ・救急救命士 

 



（２）対象となる収入 

本特例措置の対象となる収入は、令和３年４月から令和４年９月末までのコロナワ

クチン接種業務に対する賃金に限ります。 

なお、インフルエンザウイルスワクチンなど、他のワクチン接種業務に対する賃金

については、本特例措置の対象外です。 

 

３ 共済組合への届出 

新たに被扶養者として認定を受ける者に本特例措置の対象となる収入がある場合は、

別紙１の所定の欄に事業者・雇用主（市（区）町村、医療機関等。以下「事業主等」と

いう。）から記入を受けたものを被扶養者申告書に添付し、当共済組合に提出してくだ

さい。 

また、被扶養者調査の際についても同様に、事業主等から記入を受けたものを被扶養

者資格調査書に添付し、当共済組合に提出してください。 

 

４ 送付書類 

別紙１ 新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事した際の収入に係る申立書 

別紙２ 新型コロナウイルスワクチン接種業務に従事する医療職の被扶養者の収入確

認に関するＱ＆Ａ 

 

別紙１及び別紙２については、厚生労働省により記載内容の一部が改正されたものと

なっています。 

なお、別紙１及び別紙２については、当共済組合のホームページの新着情報に掲載す

ることを申し添えます。 
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